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調 査 の 概 要 

 
 
１ 調査の目的 

  この調査は、保育を中心とした児童福祉事業に対する市町村の取組などの実態を把握し、

多様化した需要に的確に対応した児童福祉行政施策を推進するための基礎資料を得ること

を目的とする。 
  調査は、市町村事業調査、認可外保育施設利用世帯調査、認可外保育施設調査から構成

され、それぞれ３年周期で実施している。 

令和３年は、認可外保育施設調査を実施した。 

 

２ 調査の対象及び客体 

（１）基本票 

   都道府県、指定都市、中核市及び児童相談所設置市 

 

（２）詳細票 

児童福祉法第 59 条の２に基づいて届出された全国の認可外保育施設 

 

 調査対象数 回収数 回収率 有効回答数 

認可外保育施設調査 20,002 16,620 83.1％ 14,319 

 

３ 調査の期日 

  令和３年 10 月１日 
 
４ 調査事項 

（１）基本票：施設名、所在地、設置主体、施設の類型、建物の形態 等 

（２）詳細票：施設名、通常の開所時間、利用児童数、保育従事者数 等 
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５ 調査方法及び系統 

（１）基本票 

 

 

 

 
 

（２）詳細票 
 

 
 
 
 
 
 

   

 

６ 調査の集計 

  結果の集計は、厚生労働省子ども家庭局で行った。 
 
７ 利用上の注意 

（１）表章記号の規約 
  「－」：計数がない場合 
（２）計数の四捨五入により、内訳の合計が「総数」に合わない場合もある。 
 

 

厚生労働省 

都道府県 

認可外保育施設 

市町村 

指定都市 
中核市 

児童相談所設置市 

厚生労働省 

都道府県 

指定都市、中核市、児童相談所設置市 


